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答   申 

 

審 査 会 の 結 論 

 

 箕面市長から箕面市情報開示審査会に諮問のあった「箕面市情報公開条例第

７条に規定する非開示情報のあり方」（以下「本諮問」という。）については、

同条項中に、集団や地域に関する情報の取扱いについて明示的に定める必要を

認める。 

 

１ 箕面市長からの諮問 

 

箕面市情報開示審査会（以下「本審査会」という。）は、下記事項の審議

について、平成２２年４月２０日付け箕総第１９号をもって、箕面市情報開

示審査会条例第２条第２項の規定に基づく箕面市長の諮問を受けた。その趣

旨は、箕面市は、従前より、人権尊重のまちづくりを施策の基本としてこれ

に取り組んできたが、市が保有する行政情報の中には、これを開示した場合に

人権侵害につながるおそれのある情報もあることから、現行の箕面市情報公開

条例（以下「市条例」という。）の定める非開示情報のあり方について、人権

尊重の視点からよりよいものとするために、本審査会の意見を求めたものであ

る。 

 

 【諮問事項】 

   箕面市情報公開条例第７条に規定する非開示情報のあり方について 

   ①人権の視点から非開示情報にかかる規定の見直し 

 ②その他必要な事項 

 

２ 諮問事項に対する市の考え方 

 

市は、本審査会平成２２年度第１回会議に、｢諮問事項についての市の考

え方について｣と題する文書を提出し、諮問事項に対する市の考え方を、大

要、次のように示した。 

 

（１）諮問書に記載したように、市は、人権尊重のまちづくりを進めてきたと

ころであるが、平成２０年度の、全国学力・学習状況調査の結果の開示請

求及び当該請求に係る非開示決定に対する異議申立てを契機に、人権侵害

につながるおそれのある情報の取扱いについて、庁内調査を行ったところ、

「個人は識別されないが、集団や地域に関する情報で、開示すると集団や

地域の構成員に対する人権侵害（偏見や差別意識の助長）につながるおそ

れのある情報」を少なからず保有していることが判明した。 
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（２）しかし、市条例には、このような集団や地域に関する情報を非開示情報

と定める個別具体の条項が存在せず、また、行政機関の保有する情報の公

開に関する法律（以下「情報公開法」という。）や多くの自治体情報公開条

例は、「特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがある」個人情報を非開示情報として明

示的に規定しているが、市条例にはそれに相当する規定が存在しない。 

そこで、人権尊重の視点から市条例を整備し、人権侵害に関わる情報に

ついて、要件を限定した上で非開示とする旨の規定を定めるべきである、

という考えに至ったものである。 

 

３ 審査会の基本的姿勢 

  

（１）前掲文書｢諮問事項についての市の考え方について｣によれば、市は、集

団や地域に関する情報であって、公にすることにより、集団や地域の構成

員個々人の人権侵害につながるおそれのある情報の取り扱いにつき、条例

中これを非開示と定める旨の明示の規定がないことから、非開示情報に係

る規定の見直しが必要であると考えるに至った、とある。 

そこで想定されている集団や地域に関する情報は、「市が実施する国勢調

査をはじめとする各種統計データ、行政計画・プランを策定する際の各種調

査、各種アンケート調査などのデータで、特定の集団単位又は地域単位での

集計結果（平均値など）」と「差別意識などを背景に作成された地域や集団

に関する情報」であって、具体的には、集団に関する情報として、学校別就

学援助率、世帯収入調査や生活保護世帯率調査の特定の集団を単位とした集

計結果、特定の集団に関する差別的内容を含んだ文書、特定の集団に対する

差別事象に係る調査等に関する資料など、及び地域に関する情報として、世

帯収入調査や生活保護世帯率調査の特定地域を単位とした集計結果、特定の

地域を誹謗・中傷する差別的内容を含んだ文書、特定の地域に対する差別事

象に係る調査等に関する資料などが念頭におかれている。 

 

（２）市条例の情報公開システムは、実施機関の保有する行政文書は原則とし

てこれを公開し（市条例第７条）、公益上又は行政運営上支障の生ずるおそ

れのあるもののうち、市条例第７条第 1 号から第 7 号に定める情報を非開

示となす。ちなみに、個人に関する情報(第 1 号)、法人等に関する情報(第

２号)、事務事業執行に関する情報(第４号)は、それぞれの要件を充足する

ものについて非開示とされている。 

 

（３）今回の条例見直しの対象とされた集団や地域に関する情報は、非開示情

報として、第７条に明示的には示されていないが、上記集団や地域に関す

る情報が事務事業執行に関する情報である場合には、第４号の定めるとこ
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ろにより、また、個人に関する情報である場合には、第１号の定めるとこ

ろにより、それぞれ非開示とされるのは当然のことである。他方、集団や

地域に関する情報が第 7 条所定の非開示情報に該当しない場合には、原則

として公にされることになる。 

 

（４）しかし、集団や地域に関する情報であって、公にすることにより、構成

員の人権を侵害し、重大な不利益を及ぼすおそれのあるものについては、

当然に開示されるべきものである、と思量すべきではない。 

 

① 市条例第４条は、行政文書の開示を請求しようとする者に「条例の目的

に即して適正に請求する」責務を要請し、市条例第１条は、条例の目的と

して、｢市民の市政への参加を促進し、もって地方自治の本旨に即した市民

のための市政の発展を図る｣旨を宣言する。また、市条例第１１条は、「開

示請求が権利濫用に当たる場合は、実施機関は、当該開示請求を拒否する

ことができる」旨を定める。これらの規定の下で、非開示情報を列記する

市条例第７条が集団や地域に関する情報について沈黙しているからといっ

て、ある具体の集団や地域の構成員が専らその構成員たる地位において重

大な不利益を受けるおそれがある場合に、なお当該情報の開示を請求する

ことができると考えるならば、それは通常人の素朴な正義感に整合するも

のではない。 

 

② さらに、市条例第９条は、「実施機関は、開示請求に係る行政文書に非開

示情報が記録されている場合であっても、当該非開示情報を開示すること

が人の生命、身体、健康又は生活の保護のため公益上特に必要があると認

めるときは、開示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる」

と定める。人の生命、身体、健康又は生活の保護のため公益上特に必要が

あると認めるときに、非開示情報が記録された行政文書であってもそれを

開示することができる、というのであるから、その表裏の関係にあるもの

として、開示情報を非開示とすることが人の生命、身体、健康又は生活の

保護のため公益上特に必要があると認めるときは、実施機関は、当該行政

文書を非開示とすることができる、と解するのが素直な考え方であって、

これを素人論として排斥することはできない。 

 

（５）市条例第４条、第１条、第１１条及び第９条の規定を考慮に入れて総合

的に判断すると、市条例は、集団や地域に関する情報について、公にする

ことにより、公益上又は行政運営上支障の生ずるおそれのある場合には、

非開示とすることのあることを予定しており、当該構成員の人権に重大な

不利益を及ぼすおそれのあるものについては、非開示とすることを黙示的

に認めている、と解するよりほかない。 
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現行市条例第７条所定の非開示情報とは別途、人権侵害につながるおそ

れのある情報について非開示の措置をとるべく、その明示的な根拠を定め

る今回の条例見直しの考え方は、非開示とされるべき情報を拡大するので

はなく、本来、現行市条例の下でも非開示とされるべき情報について、そ

の黙示的状態からわかりやすく明示するという趣旨において行われる限り、

これを支持することができる。 

    

４ 集団や地域に関する情報の位置づけ 

 

（１）集団や地域に関する情報であって、公にすることにより、当該構成員の

人権を侵害し、重大な不利益を及ぼすおそれのあるものは、非開示とされ

るべき情報であることの根拠を上記３で示したが、非開示情報を列挙する

市条例第７条の枠組みにこれをどのように位置づけるかについて整理する。 

 

① 市条例第７条第１号と集団や地域に関する情報    

市条例第７条第１号は、「個人の思想、信条、宗教、身体的特徴、健康状

態、家族状況、学歴、資格、職業、身分、地位、住所、所属団体、財産、収入

等に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

特定の個人が識別され得るもののうち、通常他人に知られたくないと望むこ

とが正当であると認められるもの」を非開示情報として掲げる。 

本号によれば、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され得る

もののうち、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認めら

れる情報が非開示とされている。 

権利利益の侵害のおそれはここでは非開示の要件とされていないが、集

団や地域に関する情報が公にされることにより、人権侵害を受けるおそれ

のある構成員にとっては、「通常他人に知られたくないと望むことが正当

である」という上記非開示要件の充足は、通例は、人権侵害を受けるおそ

れをもって、容易に理由づけることができる。 

したがって、集団や地域に関する情報が本号の射程にあって、非開示と

されるか否かは、特定の構成員が識別されるか否かにかかっている。 

集団や地域に関する情報を内容とする行政文書で、特定の構成員が識別

される可能性は低い。しかし、集団や地域に関する情報といえども、個人

に関する情報を特定の集団や地域単位で集計した情報については、個人情

報に還元されることのあることを完全には否定できないのであって、他の

情報と照合することにより、あるいは、当該集団や地域が小規模であるた

めに、特定の構成員が識別されるおそれが全くないというわけではない。

また、公にすることにより、集団や地域の構成員全員にひとしく不利益が

及ぶときは、そもそも個人識別性の問題が浮上する余地はない。このよう
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な特段の事情がある場合においては、当該集団や地域に関する情報は、個

人が識別され得る個人情報ないしその延長上にあるものとして、本号所定の

非開示情報に該当するものと考えることができる。 

集団や地域に関する情報を内容とする行政文書であって、集団や地域に

対する誹謗・中傷を内容とし、文書中差別用語を用い、あるいは被差別地

域を示すなど、集団や地域に対する偏見や差別意識を助長するものについ

ては、集団や地域の構成員がそれによって不利益を受けるおそれがある場

合であっても、情報それ自体は直接個人に関するものではなく、集団や地

域そのものに関する情報であるから、上記特段のケースは別として、本号

を適用して、非開示とするには限界があるというよりほかない。 

注目すべきは、いわゆる国の情報公開法や多くの自治体情報公開条例に

おいては、個人に関する情報であって、「特定の個人を識別することはで

きないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ

るもの」が非開示情報として明示的に規定されていることである。 

特定の個人を識別することができない場合であっても、個人の権利利益

を害するおそれのある情報は非開示とされるべきは、議論の余地がないか

ら、人権侵害に連動するおそれのある集団や地域情報を非開示とする今回

の条例見直しとの整合性を持ち出すまでもなく、冒頭掲げた諮問事項「②

その他必要な事項」に対する意見表示として、上記規定に相当する定めを

本号に明示すべきことをここに掲げる。 

しかし、上記規定に相当する定めをもってしても、その射程は、個人の

人格等と密接に関連するものや個人の財産権を侵害するもの（氏名を伏せ

たカルテや反省文、無記名の著作物等）に止まるからして、集団や地域に

関する情報については、本号が適用されることがないという意味では、事

情は変わらない。 

 

② 市条例第７条第２号と集団や地域に関する情報 

市条例第７条第２号は、「法人その他の団体（中略）に関する情報又は

事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、

当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を明らかに害す

ると認められるもの」を非開示情報として掲げる。 

集団や地域に関する情報のうち、ある具体の集団が本号にいう団体に該

当するのであれば、当該集団の正当な利益を害する場合には、本号該当性

を理由に、非開示とすることが可能であって、副次的に、構成員の権利利

益は保護されることになる。 

しかし、当該集団の構成員が、当該集団とは独立した地位において、当

該集団の利益とはかかわりなく、不利益を受ける場合には、当該不利益を

もって本号所定の非開示要件を充足しているとはいえないから、本号で非

開示とすることはできない。 
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③ 市条例第７条第４号トと集団や地域に関する情報 

市条例第７条第４号トは、「事務又は事業の性質上、事務又は事業の適

正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれ」がある情報を非開示情報として掲

げる。 

集団や地域に関する情報を公にすることにより、当該集団や地域の構成

員に対する権利侵害が生じ、そのことに起因して、事務又は事業の適正な

遂行に著しい支障が及ぶおそれがある場合には、この規定を適用して非開

示とすることができる。 

しかし、人権侵害が当該構成員の不利益に止まり、市の事務又は事業の

適正な遂行に影響を及ぼさない場合は、本号では非開示とすることはでき

ない。 

 

（２）以上、人権侵害につながるおそれのある集団や地域に関する情報が市条

例第７条各号の射程内にあって非開示とされるかについて、第７条第１号、

第２号及び第４号トによる可能性について上述したが、集団や地域に関す

る情報から当該構成員の人権を保護するために、上記条項によることは、

単一では無論、共同によっても限界がある。 

したがって、上記条項の射程外にある人権侵害のおそれのある集団や地

域に関する情報を非開示とするためには、「３ 審査会の基本的姿勢」で

述べた論理を基礎において、市条例が黙示的に認めている限度を超えない

範囲において、市条例第7条に明示の規定を設ける必要がある。 

 

５ 条例改正試案 

 

集団や地域に関する情報の開示に係る条例改正試案として、以下の事項を

提案する。 

 

① 市条例第７条第２号以下を繰り下げて、第２号として、「集団又は地域に

関する情報であって、公にすることにより、当該集団又は地域に対する偏見

や差別意識を助長し、当該集団又は地域の構成員の権利利益を害するお

それのあるもの」を新たに定める。 

 

② ４の（１）で述べた、「特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」を個人

に関する非開示情報として、第１号に明記し、市条例第７条第１号の文言

中、「特定の個人が識別され得るもの」は、「特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）」として、括弧書きを追加すべきである。 
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６ 結 論 

 

本審査会は、冒頭「審査会の結論」のとおり答申する。 

 

なお、本答申の結論は、現行市条例の下でも非開示とされるべき集団や地

域に関する情報につき、その黙示的状態からわかりやすく明示する、という

視座において導き出されたものであって、具体の情報が改正条項の非開示条

項に該当するかについては、人権侵害のおそれが現実のものとなる蓋然性を

客観的に検討し、情報開示の利益と不利益とを比較考量した上で、慎重に決

せられるべきである。 
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第７条 行政文書の開示義務 
 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求者に対し、開示

請求に係る行政文書を開示しなければならない。ただし、当該行政文書

に次に掲げる情報（以下「非開示情報」という。）のいずれかが記録さ

れている場合を除く。 

 

＜趣旨＞ 

 本条は、本条各号のいずれかに該当する情報が記録されている場合を除き、

開示請求に応じて行政文書を開示しなければならないという実施機関の義務を

定めることによって、原則公開の趣旨を明らかにしたものである。 

 

＜解釈及び運用＞ 

１ 本条は、情報公開制度における行政情報の原則公開の考え方に立つもので

あるが、行政文書の中には、公にすることにより、個人のプライバシーはも

とよりその権利利益を侵害し、又は法人等の利益を侵害したり、行政の公正

かつ適正な執行を妨げるおそれのある情報等が含まれている場合のあること

から、行政文書の原則公開の例外として、公益上あるいは行政運営上支障の

ある情報等を限定的に類型化して「非開示情報」となし、これらが記録され

ていない限り、開示請求に係る行政文書を開示しなければならない実施機関

の義務を定めるものである。 

２ 本条の開示義務と地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３４条の

規定による守秘義務との関係については、地方公務員法第３４条は、職員の

服務規律の確保を目的とするものであり、職員がこの条例の規定に従って情

報を開示した場合、この行為は服務規律に反するものではなく、同条の守秘

義務の違反には当たらない。 

３ 地方自治法第１００条、民事訴訟法第２２０条、弁護士法（昭和２４年法

律第２０５号）第２３条の２の規定等のように、法令の規定により実施機関

に対して行政文書の提出又は閲覧等の要求が行われることがある。これらの

要求は、この条例に基づく開示請求ではないため、本条各号に該当するか否

かによって当該要求の諾否を決定するものではなく、当該法令の趣旨、要求

の目的、対象文書の内容等を総合的に判断して諾否の決定を行うものである。

したがって、本条各号に該当する情報であっても、当該要求に応ずることは

あり得るものである。 

４ 本条各号の非開示情報の該当性は、時の経過、社会情勢の変化、当該情報

に係る事務・事業の進捗の状況等の事情の変更に伴って変化するものであり、

開示請求があった都度判断しなければならない。ある時点において非開示情

報に該当するものが、別の時点においても当然に非開示情報に該当するわけ

ではない。  

    なお、個々の開示請求における非開示情報該当性の判断の時点は、開示決

定等の時点である。 

平成２２年１２月１日 
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第７条第１号 個人に関する情報 
 

（１）個人の思想、信条、宗教、身体的特徴、健康状態、家族状況、学歴、資

格、職業、身分、地位、住所、所属団体、財産、収入等に関する情報（事

業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を

識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人

を識別することができることとなるものを含む。）のうち、通常他人に

知られたくないと望むことが正当であると認められるもの又は特定の

個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の

権利利益を害するおそれがあるもの 

 

＜趣旨＞ 

１ 本号は、個人のプライバシー保護の観点から、個人のプライバシーを害す

るおそれがある情報、及び、個人の権利利益の保護の観点から、これを害す

るおそれがある情報を非開示情報として定めたものである。 

２  個人のプライバシーは、個人の尊厳の確保、基本的人権の尊重のため、最

大限に保護されなければならず、一旦侵害されると、当該個人に回復が困難

な被害を及ぼすことのあることに留意すべきである。 

３ 個人に関する情報は、特定の個人を識別することができない場合であって

も、財産権や個人の人格と密接に関連する情報は、公にすることにより、個

人の権利利益を侵害し、ときに回復困難な被害を及ぼすことのあることに留

意すべきである。 

４  本号の運用に当たっては、条例第３条で「実施機関は、通常他人に知られ

たくない個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう、最大限の

配慮をしなければならない。」と規定している趣旨を十分配慮し、個人のプ

ライバシー及び権利利益の侵害のないよう特に慎重に取扱うものとする。 

５ 集団や地域に関する情報は、特定の個人の情報でないのが通例であるが、

当該集団や地域が小規模であるなどの事情により、個人を識別できるおそれ

のある場合については、本号の規定の適用を受けることとなる。 

 

＜解釈及び運用＞ 

１ 「個人の思想、信条、・・・収入等に関する情報」は、個人のプライバシ

ーに関する情報について例示するものである。 

２ 「事業を営む個人の当該事業に関する情報」は、法人の事業活動と同様の

性格を有するものであるから、本条第３号の法人等に関する情報に照らして

判断すべきものであり、本号は適用しない。ただし、事業を営む個人の情報

であっても、当該事業と関わりのない個人に関する情報は、本号に照らして

開示か否かの判断をするものとする。 

３ 「他の情報」とは、公知の情報や情報公開制度で得ることのできる情報な

ど、一般人が通常入手し得る情報をいい、当該個人の近親者、地域の住民等

平成２２年１２月１日 
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であれば保有しているか又は入手可能であると通常考えられる情報もこれに

含まれる。他方、入手につき特別な調査を要する情報は、ここにいう「他の

情報」ということはできない。 

４ 「通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」

とは、一般に社会通念上、他人に知られることを望まないものをいう。なお、

「正当と認められるもの」かどうかについて、客観的に明らかでない場合には、

当該個人から意見を聴取するなどの方法により、慎重な判断に努めるものとす

る。 

５ 「特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがあるもの」とは、氏名、生年月日その他の記

述等が含まれず特定の個人を識別することができない個人に関する情報であ

っても、公にすることにより、なお個人の権利利益を侵害するおそれがある

ものをいう。個人名が記載されていないカルテや反省文、無記名の個人の著

作物等は、個人の人格や財産権と密接に関連するものであって、公にするこ

とにより、なお個人の権利利益を侵害するおそれがあるものということがで

きる。 

  特定の個人を識別できる情報から個人識別部分が除かれた情報であって、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれのあるものは、条

例第８条の規定による部分開示は許されない。 

６ 本号に該当する非開示情報の例としては、次のものが考えられる。 

（１）思想、信条、宗教に関する情報 

   ○図書閲覧カード ○市民相談票 ○教育相談票 ○その他、個人の内

心の秘密に関するもの 

（２）身体的特徴、健康状態に関する情報 

   ○医療カルテ ○医療レセプト ○身体障害者・知的障害者医療証申請

書 ○健康診断書 ○その他、個人の心身状況に関するもの 

（３）家族状況に関する情報 

    ○生活保護ケースファイル ○老人ホーム等入所判定に関する書類 

   ○生活相談記録 ○その他、個人の家庭状況に関するもの 

（４）学歴、資格、職業、身分、地位、住所、所属団体に関する情報 

   ○履歴書 ○各種表彰関係書類 ○各種委員の推薦関係書類 

   ○その他、個人の経歴、社会的活動に関するもの 

（５）財産、収入に関する情報 

      ○預金残高証明書 ○固定資産評価額 ○所得証明書 ○納税証明書 

      ○土地売買契約書等の金額（公表部分を除く。） ○奨学資金に関する

書類  ○その他、個人の財産状況に関するもの 

  なお、集団や地域単位で上記の情報を集計した情報は、当該集団や地域の

規模が小さく、個人が特定されるおそれのあるときは、本号の個人識別情報

として非開示とする。具体的には、数世帯しか所在しない地域のアンケート

や調査の結果、少人数の集団の平均点や傾向などが考えられる。 

７ 「通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」

平成２２年１２月１日 

箕面市情報開示審査会答申 



 12 

に該当せず、開示することができる個人情報の例としては、次のものが考え

られる。  

（１）法令の規定により、何人でも閲覧することができるとされている情報（閲

覧を利害関係人等にのみ認めているもの及び法令の規定では何人もとされ

ていても、現に制限されているものは含まない。） 

   ○法人役員名（商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第１０条） 

（２）公表することを前提として作成・取得した情報 

      ○特別職の人事議案 

（３）従来から慣行として公開しており、公開しても、それが通常他人に知ら

れたくないと望むことが正当であると認められる情報でないことが確実で

あるもの 

   ○審議会等の附属機関及び附属機関に準ずる機関の委員名 

      ○民生委員名簿 ○各種講座・研修等の講師名 

（４）個人が公表することについて了承している情報 

      ○被表彰者名簿 

（５）公務員の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職・氏名に関する

情報 

      ○起案者の職・氏名 ○決裁者の職・氏名  

   ○旅行命令書・復命書の出張者の職・氏名 ○会議出席者の職・氏名 

   ただし、次のものは除く。 

    ①開示することにより、当該公務員の権利を不当に侵害し、又は生活

に不当に影響を与えるおそれがある場合の当該情報 

       ②職員の人事管理上保有する勤務成績、健康、休暇等の職員個人に関

する情報で通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認

められるもの 

８ 「通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」

に該当するものであっても、公益上の理由がある場合には条例第９条の規定

により開示することができる。 

平成２２年１２月１日 
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第７条第２号 集団又は地域に関する情報 
 

（２）集団又は地域に関する情報であって、公にすることにより、当該集団又

は地域に対する偏見や差別意識を助長し、当該集団又は地域の構成員の

権利利益を害するおそれがあるもの 

 

＜趣旨＞ 

１ 公にすることにより、人権侵害のおそれのある情報は、基本的人権の尊重

の観点から、本来開示すべきではない。本号は、特定の個人を識別するのが

一般には困難な集団や地域に関する情報であっても、公にすることにより、

当該集団や地域に対する偏見や差別意識を助長し、当該集団や地域の構成員

の権利利益を害するおそれのある情報については、これを非開示情報として

定めるものである。なお、集団固有の正当な利益を害すると認められるもの

については、本条第３号の規定が適用される。 

２ 集団や地域に関する情報が公にされることにより、当該集団や地域の構成

員が直接、間接的に受ける人権侵害は、ときに、重大かつ回復困難な被害に

至ることがあるからして、実施機関は慎重を期さなければならない。 

３ 実施機関は、開示請求に係る具体の情報が本号所定の非開示情報に該当す

ることを理由に非開示の決定をなす場合には、行政情報の公開の原則を尊重

し、開示請求者に対して、当該情報を公にすることにより、集団又は地域に

対する偏見や差別意識が助長され、当該集団や地域の構成員の権利利益を害

するおそれがあると判断した根拠を具体的に示さなければならない。   

                                

＜解釈及び運用＞ 

１ 「集団又は地域に関する情報」については、次のようなものが考えられる。 

（１）個人に関する情報が特定の集団や地域単位で集計されたもの 

   各種アンケートや統計の結果、生活状況や経済状況などの調査結果、学

業やテストの成績結果などを特定の集団や地域単位で集計した情報で、当

該情報を公にすることにより、当該集団や地域に対する偏見や差別意識を

助長し、当該集団や地域の構成員の権利利益を害するおそれがあると認め

られるもの 

（２）上記（１）に該当しない特定の集団や地域に関する情報 

   特定の集団や地域に対する誹謗・中傷や差別用語、被差別部落の地域を

示す資料などが含まれた情報で、当該情報を公にすることにより、当該集

団や地域の構成員の権利利益を害するおそれがあるものと認められるもの 

２ 上記１に該当する情報であっても、当該情報の内容・性質、集団や地域の

性格・規模等によって、個人が識別されるおそれがあるものは、個人に関す

る情報として本条第１号が適用される。 

３ 上記１の「権利利益を害するおそれ」の有無の判断に当たっては、情報の

内容・性質及び集団や地域の性格・規模等を総合的に勘案したうえで、個別

具体的に検討する必要がある。 
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  例えば、同じ性質の情報であっても、市単位で集計された結果については、

市全体と個々の構成員との関係が希薄となり、公にすることにより、個人の権

利利益を害するおそれがあるとは認められないが、校区や自治会単位など狭い

範囲で集計された結果については、それを公にすることにより、校区や自治会

の構成員の権利利益を害するおそれがあると認められる場合のあることに留

意しなければならない。 

４ 集団や地域に対する偏見や差別意識は、時間の経過、社会情勢や国民意識

の変化その他の要因に伴って変化するものであるから、ある具体の情報が本

号所定の非開示情報に該当するかの判断に際しては、先例にとらわれること

なく、開示請求のあった都度、慎重に行うことを要する。 
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